
13クリエイティブ房総　第94号

PART3経営戦略としてのワーク・ライフ・バランス

経営戦略としてのワーク・ライフ・バランス

株式会社ワーク・ライフバランス  代表取締役社長　小室　淑恵

●千葉県におけるワーク・ライフ・バランスの必要性

2014年５月に日本創成会議が公表した ｢消滅可能性市町村リスト｣ では、千葉県の54市町村のうち26市町
が ｢消滅可能性都市｣ としてリストアップされました。15年12月時点で千葉県の人口は増加傾向にありますが、
65歳以上人口が増加しているのに対し、生産年齢人口と15歳未満人口は減少しています。人口が増えている
とはいえ、少子高齢化が進んでいるのです。

さらに、国立社会保障・人口問題研究所が2013年に発表した「日本の地域別将来推計人口」によると、
2010年から2025年までの千葉県の65歳以上人口の増加率は全国第３位、75歳以上の増加率は２位と予想され
ています。千葉県にとって必要なのは、子育て世代の流入、そして子育て世代の出生率向上というわけです。

国の動きとしては、「日本再興戦略2016」において、「少子化対策の観点からは、我が国の人口分布等からも、
早急に長時間労働是正の取組を強化することでより高い効果が得られることに留意すべき」と記載されてお
り、少子化に向けて働き方改革が必要だという国の動きが活発化しています。

働き方改革を、県をあげて推進し、「千葉県で暮らしたい」「千葉県で働き続けたい」という人を増やすこ
とが喫緊の課題といえるのです。

●人口ボーナス期とオーナス期

なぜ働き方改革が必要なのか、ということについて、その国の人口構造から説明している「人口ボーナス
期」「人口オーナス期」という学説を紹介します。

（図１）
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人口ボーナス期・人口オーナス期とは1998年にハーバード大学のデービット・ブルーム教授が提唱し、世
界的に注目されている考え方です。

人口ボーナス期とは、「若者比率が高く、高齢者比率が非常に少ない人口構造の状態」で、人口構造がボー
ナス（配当）をくれる時期です。安い労働力で世界中から仕事を受注し、高齢者の比率が低いため、社会保
障費の負担が低く、利益はすべてインフラ投資にまわすことが出来、爆発的な経済発展をして当たり前。ア
ジアの奇跡はほとんどこれで説明がついてしまいます。では、日本は一体いつが人口ボーナス期だったので
しょうか。
（図１）は日本の人口推移で、右肩に下がっていくのが年少人口、上がっていくのが老年人口の率です。一

番上にある少し太い線は従属人口指数と言って、これは働く人何人で、何人を支える社会か、ということを
表す指数です。支える人が多いと従属人口指数は低くなり、この時期は国として発展しやすくなります。グ
ラフの左端は従属人口指数が高いですが、この時は多産で子どもが多く、養育にお金がかかる明るい重さと
言われます。育てた子どもが育ち労働力となって従属人口指数はぐんと下がり、底を打ち始めるのが60年代
半ば、そして再び従属人口指数が上がっていきます。今度は高齢者の比率が高まった暗い重さです。つまり、
日本が「人口ボーナス期」だったのは、60年代半ばから90年代半ばまででした。日本が高度経済成長した時
期とピッタリあてはまります。

この「人口ボーナス期」最大の特徴は、一度ボーナス期が終わった国には二度と訪れないということです。
経済発展した国では富裕層が子どもに教育投資をして高学歴化による人件費の上昇と、非婚化・晩産化が進
み少子化になります。また、医療や年金制度が充実するため、寿命が延び高齢者の比率が増えて、社会保障
費が膨大になり、国民の負担が増すので、国民１人あたりのGDPが横ばいに入っていきます。こうなると、

（図１）で、グレーで表している「人口オーナス期」に入っていきます。
「オーナス」とは「重荷・負担」という意味で、人口構造が、国の重荷になる時期ということです。高齢者

比率が高く、支えられる人が多くなる状況で、働く世代が引退世代を支える社会保障制度の維持が困難にな
る、と言われています。人件費が高いため、世界中から受注はできず、ボーナス期の手法は通用しません。ちょ
うど今の日本の状況と重なります。では人口オーナス期にはどうしたら良いのか。ポイントが２点あります。
①　生産年齢人口でありながら、まだ労働参画できていない人（女性・障がい者・介護に従事している人）

が労働参画することにより、短期的に労働力を確保すること
②　少子化対策により長期的な未来の労働力を確保すること

この２点を進めるため、女性活躍推進法の
施行や、少子化対策が謳われているのです。

ただ、今までの政府の少子化対策は本当
の原因分析を誤ったため、有効な手立てと
なりませんでした。では何をすれば良いの
か？最近政府が大変注目しているデータが
あります。それは、１人目が生まれた家庭
を11年間追跡したデータで、１人目が産ま
れた時の夫の家事育児参画時間が短いと、
２人目、３人目が産まれていないというこ
とが明らかになったのです。（図２）
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つまり、本当の少子化対策に重要なのは、男性の働き方改革だった、ということなのです。
そこで今、政府は国主導で働き方改革に取り組んでいる、ということなのです。

●経済発展しやすいルールの違い

人口オーナス期とボーナス期は人口構造が違うため、ボーナス期の政策や企業戦略は逆効果です。オーナ
ス期ならではのルールに転換した国・企業が勝つため、変革が必要です。

（図３）

まず、「人口ボーナス期」に経済発展しやすいルールです。１点目に、重工業比率が高いため、男性をできる
だけ労働市場に出し、家庭での家事・育児・介護は妻がこなす性別役割分担をすることが、高効率だと言えます。

２点目に、なるべく長時間働いた企業が勝ちます。市場は商品やサービスに飢えていて、作れば作っただ
け売れるので、「早く安く大量に」が勝つポイントとなります。

そして３点目に、なるべく同じ条件の人を揃えた組織が成功します。均一なものをたくさん提供すること
で市場ニーズが満たせるため、右向け右で動く組織が強くなります。余っている労働力を分かりやすい一定
条件で足切りし、忠実な企業戦士を揃えることが大事です。企業の力が強く、労働者は必死で働くため、忠
誠心を見るやり方を日本企業は完璧に作り上げました。それが転勤と残業です。労働時間の上限なく働くこ
と、辞令１枚で転勤させ、何ヵ所か辛い部署を経験すると昇進、の繰り返しにより、従順な従業員を作り上げ、
組織を管理したわけです。これが大成功し、計算方法によりますが、日本がボーナス期に稼いだ額は同じ時
期の中国の約３倍とも言われています。

しかしこの方法が限界を迎えたと明るみに出たのが、数年前です。それまで従業員を酷使して利益を出し
た企業が、オリンピック受注、復興本格化などで労働力不足が進み、いわゆるブラック企業には人が集まら
なくなり、ある居酒屋チェーンでは大量の店舗閉鎖を余儀なくされました。労働力人口は以前から減ってい
たのですが、労働需要が高まって、一気に「人材奪い合い時代」に突入しました。そこで、人口オーナス期
に経済発展できるルールへの変換が急務となります。
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「人口オーナス期」には、まず１点目に、誰もが活躍できる組織であることが必要です。頭脳労働比率が高
く、労働力は足りないので、誰もが働けることが重要。しかも売り手市場ですから、男女双方から選ばれる
企業にならないと業務に必要な労働力もまかなえないことになります。女性活躍推進法では、各企業の「男
女の勤続年数の差」「女性管理職の比率」「女性役員の数」「平均残業時間」などが公表されました。ここを見
れば一目でどのような会社か分かるため、良い人材を採れる会社とそうでない会社の二極化が進みます。

そして２点目は、なるべく短時間で働く企業が勝ちます。時間あたりの単価が高騰しているので、短時間
で成果を出してもらうことが必要です。しかし、従業員の大半は人口ボーナス期に成功体験を積んでいるの
で、その時の仕事の仕方が良いと信じ、部下・後輩にも自分と同じ方法を求めます。人口ボーナス期は長時
間の残業代を払える人件費でしたし、商品やサービスは生み出せばそれだけ売れていましたが、今はそのや
り方は通用しません。そこで、組織としては短時間で成果を上げる方法をトレーニングし、時間をかけて働
きたい、という人に対してはルールの変換を徹底して伝えていかなければなりません。また、短時間で成果
を出せる組織にならないと勝ち残れない理由として、介護の問題があります。ここ数年、管理職の男性が介
護で短時間勤務になることが頻発しています。2015年時点で介護離職はすでに10万人を超えましたが、これ
はまだ嵐の前の静けさです。

さらに、団塊世代が今年一斉に70代に突入します。60代から70代に入ると要介護率は２倍に跳ね上がり、
その５年後では３倍なので、今の比ではない大介護時代がやってくるのです。すでに育児で休む女性の数を
介護で休む男性の数が逆転している企業もあります。しかも団塊ジュニア世代は晩産化の影響で、育児・介
護・共働きを抱えながら働く人が増大することが予想されます。会社の中核を担う人がその状態なので、働
き方が以前の「24時間仕事に自分を捧げることが前提」という仕組みでは、職場は成り立ちません。これか
らは自分のキャリアで一度も時間制約が無いという人の方が稀です。時間に制約がある人が当たり前の時代
になるのですから、仕事のバトンを渡して繋いでいくルールに移行できるか、が勝負なのです。

３点目は、なるべく違う条件の人を揃えることです。市場には物が溢れ、均一なものには飽きています。
新しい価値を短いサイクルで提供する必要があります。この時期にネックになるのが、均一な人材しか活躍
できない組織です。ニーズが多様化しているので、多くの視点でディスカッションすることが必要ですが、
これは単に女性がいれば良いということではありません。働き方が従来のままで重要な会議が夕方に行われ、
何時でもお客様対応をしているような組織では、早く帰る事情がある人は活躍できない状況に陥ってしまい
ます。多様な人材が当たり前に同じルールで働くことができる労働環境を整備できるか、ということが最も
重要になります。これからは育児・介護・障がいや難病を、仕事上の障壁にしない企業にしか、人材獲得は
できなくなります。色々な条件を持った人たちを一律の条件でふるい落とすのではなく、それぞれの能力を
発揮してもらえる環境を作れることができた企業は、人材が集まり、新しい付加価値を生み出し発展するこ
とができるのです。

●今、私たちにできること

今、「人口ボーナス山」はどんどん沈んで行っています。この山にしがみつくのではなく、効率よく多様性
を持って働くことが基本となる「人口オーナス山」に団結して飛び移ることが求められます。

県・市町村を挙げて働き方改革に取り組むことで、「他ではなくここで働きたい」という人が増加し、発展
し続けることができるのです。三重県では、知事主導のもと、人口減少という課題を解決するためには「働
く場を魅力的にして、働く人を増やすことが重要」という方針で地方創生交付金を活用し、県を挙げて働き
方改革に取り組みました。
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実際に働き方改革に取り組んだ従業員60名弱の調剤薬局では、業務体制の見直しと全体のスキルアップを

実行したことで仕事の属人化の排除を実現し、有給消化100％を達成、社員のスキルアップによる売り上げ増、
また、従業員の結婚数が２倍、出産数が2.5倍という結果を出しています。働き方改革は出生率アップにも寄
与するということで、この調剤薬局への注目が高まり全国からの取材も増えています。さらに、ワーク・ラ
イフ・バランスの取り組みを採用において伝えることで、エントリー数が５倍に増加、以前は秋まで採用活
動をしていたのが、ゴールデンウィークにはほぼ確定でき、近隣の大きな市場である大阪から２名の学生を
採用できたのです。

働き方改革を地方創生の軸として取り組む県は三重県以外にも増えています。千葉県でも今後の発展に向
けて、社会が沈み終わる前に、いち早く、一緒に新しい働き方に飛び移りましょう。

（参考）

図１：人口ボーナス期、オーナス期

図２：�厚生労働省「第２回21世紀成年者縦断調査（2012年成年者）及び第12回21世紀成年者縦断調査	

（2002年成年者）

図３：経済発展しやすいルールの違い「人口ボーナス期」と「人口オーナス期」


